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がん検診は何のためにうけるのか？

がん検診を
受ける

がんを早期に
見つける

がん死亡を
防ぐ

循環器健診を
受ける

高血圧、
高脂血症
を早期に
見つける

脳卒中、心筋
梗塞の発症を
防ぐ

高血圧、
高脂血症
を改善す
る

がんの発症を防ぐわけではない

ピロリ菌除菌に
よる胃がん予防

C型肝炎治療に
よる肝がん予防

大腸ポリープ切除に
よる大腸がん予防

CIN3円錐切除に
よる子宮頸がん予防



がん対策の中のがん検診
がん検診ガイドラインと政策導入
がん検診の利益と不利益
がん検診の課題



1981(S56)：悪性腫瘍が死因の第一位

1982(S57)：老人保健法施行

1983(S58)：老健法第1次5ヵ年計画 胃・子宮頚がん検診導入

1987(S62)：老健法第2次5ヵ年計画 肺・乳・子宮体がん検診導入

1992 (H4) ：老健法第3次計画 大腸がん検診導入

1998(H10)：がん検診が老健法保健事業から一般財源化

2000(H12)：マンモグラフィーによる乳がん検診導入（第4次計画）

2001(H13)：厚生省研究班がん検診の有効性に関する報告書(久道班③）

2001(H13)：地域がん診療拠点病院制度の開始

2005(H17)：がん対策推進本部（本部長：厚生労働大臣）の設置

2006(H18)：がん診療連携拠点病院制度の開始

2006(H18)：健康局総務課にがん対策推進室を設置

2006(H18)：がん対策基本法が議員立法により成立

2007(H19)：がん対策推進基本計画（第１期）

2012(H24)：がん対策推進基本計画（第２期）

2013(H25)：がん登録推進法が成立

わが国におけるがん対策の主な経緯
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厚生労働省の推進するがん検診

種類 検査項目 対象者 受診間隔

胃がん 問診及び胃部エックス線検査 40歳以上 年1回

子宮がん
問診、視診、子宮頸部の細胞診及
び内診

20歳以上 2年に1回

肺がん
問診、胸部エックス線検査及び喀
痰細胞診

40歳以上 年1回

乳がん
問診、視診、触診及び乳房エック
ス線検査（マンモグラフィ）

40歳以上 2年に1回

大腸がん 問診及び便潜血検査 40歳以上 年1回

健康増進法に基づく市町村事業としてのがん検診
職域におけるがん検診
自主的に行う人間ドックなどに含まれるがん検診



がん対策の中のがん検診
がん死亡減少を目標とするがん対策の一環として
明確に位置づけられている

がん検診ガイドラインと政策導入
がん検診の利益と不利益
がん検診の課題



Guideline: IOM definition (2011)
Old definition: “systematically developed 
statements to assist practitioner and patient 
decisions about appropriate health care for 
specific clinical circumstances.” 

New definition: Clinical practice guidelines are 
statements that include recommendations 
intended to optimize patient care that are 
informed by a systematic review of  evidence 
and an assessment of  the benefits and harms
of  alternative care options.

IOM report (2011) “Clinical Practice Guidelines We Can Trust”



信頼される診療ガイドラインを作成するための基準
STANDARDS FOR DEVELOPING TRUSTWORTHY CLINICAL PRACTICE GUIDELINES (CPGS)

１．透明性の確保
Establishing Evidence 

２．利益相反(COI)の管理
Management of Conflict of Interest (COI)

３．ガイドライン作成グループの構成
Guideline Development Group Composition

４．診療ガイドラインと系統的レビューとの交点
Clinical Practice Guideline–Systematic Review Intersection

５．推奨の程度の点数づけのための証拠の基礎固め
Establishing Evidence Foundations for and Rating Strength of Recommendations

６．推奨の表現
Articulation of Recommendations

７．外部評価
External Review

８．更新
Updating



久道班「新たながん検診手法の有効性の評価」報告書
（2001年3月）

がん研究助成金「がん検診の適切な方法と
その評価法の確立に関する研究」班
（主任研究者 濱島ちさと／祖父江友孝）

2005年3月 「有効性評価に基づくがん検診ガイドライン作成手順」
「有効性評価に基づく大腸がん検診ガイドライン」

2006年3月 「有効性評価に基づく胃がん検診ガイドライン」
2006年９月 「有効性評価に基づく肺がん検診ガイドライン」
2008年3月 「有効性評価に基づく前立腺がん検診ガイドライン」
200９年10月 「有効性評価に基づく子宮頚がん検診ガイドライン」

2014年3月 「有効性評価に基づく乳がん検診ガイドライン」
2015年3月 「有効性評価に基づく胃がん検診ガイドライン」2014年度版

がん検診有効性評価



がん検診有効性評価ガイドライン作成手順の定式化

「がん検診有効性評価ガイドライン作成手順」における

作成手順の概要

1.  ガイドライン作成委員会の編成

2.  対象となるがん検診の選定

3.  Analytic Frameworkの作成

4.  文献の選択

・文献検索（データベース検索条件、ハンドサーチ）

・抄録チェックによる採用文献リストの確定

5.  個別研究の評価

・質の評価のためのチェックリスト

・構造化要約の作成

6.  証拠のまとめの作成（個別研究の総括）→証拠のレベル

7.  証拠のまとめから推奨への翻訳 →推奨のレベル

8.  ガイドライン報告書作成

9.  外部委員による評価

10. ガイドラインの公開

11. ガイドラインの評価・更新



肺がん検診のAnalytic Framework

受
診
者

検診
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喀痰細胞診（高危険群）
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肺がん

死亡減少

6

低線量ＣＴ

不利益

精
検

内科的治療（PDT・放射線治療） 9胸部Ｘ線

喀痰細胞診



がん対策の中のがん検診
がん死亡減少を目標とするがん対策の一環として
明確に位置づけられている

がん検診ガイドラインと政策導入
標準な手法により作成されたガイドラインに基づ
いて、政策導入される道筋ができている

がん検診の利益と不利益
がん検診の課題
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 がん検診のもたらす利益と不利益

がん死亡の減少

がん患者のＱＯＬの向上

がん患者の医療費の削減

真陰性者の安心

偽陰性者の治療遅延

偽陽性者への不必要な検査

検診にともなう合併症

陽性 真陽性

陰性

疾患
あり

利益

不利益

検査結果
疾患
なし

偽陰性

偽陽性

真陰性

 寿命に比べて臨床的に意味のないがんの診断治療（広
 義の過剰診断）



検診発見
検診発見可能 症状発現

治癒可能
分岐点

先行時間

滞在時間

治癒可能期間

生存

生存時間

がんの過剰診断とは？

滞在時間

症状発現他病死
検診発見

不利益

寿命

寿命が短い
滞在時間が長い



病理学的にがんでないものをがんと診断した
という意味ではない
がんの成長速度と個人の余命の長さで決まる
個々のがんについて、過剰診断かどうかを判
断することは困難
集団としての罹患率が期待以上に増えること
を証拠としている
検診評価のためのランダム割付試験
罹患率の年次推移

がんの過剰診断とは？



Trends of age-specific prostate cancer incidence rates (per 100,000)
USA England & Wales Finland ChinaJapan

―40-44  ―45-49  ―50-54  ―55-59  ―60-64  ―65-69  ―70-74  ―75-79  ―80-84  ―85+

Source: Cancer in Five Continents



Cancer Fact and Figures 2015 (http://ncc.re.kr/)



利益・不利益バランス

集団レベル
で判断

対策型検診
（市町村のがん検診）

個人レベル
で判断

任意型検診
（自己負担の人間ドック）



対策型検診と任意型検診の比較

対策型検診 任意型検診

基本条件
当該がんの死亡率を下げることを目的とし
て公共政策として行うがん検診

対策型がん検診以外のもの

検診
対象者

検診対象として特定された集団構成員の全
員(一定の年齢範囲の住民など)
ただし、無症状であること。症状があり、
診療の対象となる者は該当しない

定義されない
ただし、無症状であること。有症状者
や診療の対象となる者は該当しない

検診方法
当該がんの死亡率減少効果が確立している
方法を実施する

当該がんの死亡率減少効果が確立して
いる方法が選択されることが望ましい

利益と
不利益

利益と不利益のバランスを考慮する。利益
が不利益を上回り、不利益を最小化する

検診提供者が適切な情報を提供した上
で、個人のレベルで判断する

検診費用
公的資金を使用
無料あるいは一部少額の自己負担が設定さ
れる

全額自己負担
ただし、保険者などが一定の補助を
行っている場合もある

受診率対策
受診率を100%に近づけることが求めら
れる

一定の方針はない

具体例

健康増進事業による市町村の住民対象のが
ん検診(特定の検診施設や車検診による集
団方式と、検診実施主体が認定した個別の
医療機関で実施する個別方式がある)

検診機関や医療機関で行う人間ドック
や総合健診
保険者が福利厚生を目的として提供す
る人間ドック



臓器 検査 推奨 対策型検診 任意型検診

大腸がん

便潜血検査 Ａ 推奨する 推奨する

全大腸内視鏡・Ｓ状結
腸内視鏡・注腸Ｘ線

Ｃ 推奨しない
条件付きで
実施できる

胃がん

胃Ｘ線 Ｂ 推奨する 推奨する

胃内視鏡 Ｂ 推奨する 推奨する

ペプシノゲン法・ヘリ
コバクターピロリ抗体

Ｉ 推奨しない
個人の判断に基づく
受診は妨げない

肺がん

胸部Ｘ線と喀痰細胞診 Ｂ 推奨する 推奨する

低線量ＣＴ Ｉ 推奨しない
個人の判断に基づく
受診は妨げない

前立腺がん ＰＳＡ Ｉ 推奨しない
個人の判断に基づく
受診は妨げない

厚労省研究班におけるがん検診有効性評価ガイドラインのまとめ

Ａ・Ｂ：利益が不利益を上回る、Ｃ：利益と不利益が近接している、
Ｄ：不利益が利益を上回る、Ｉ：証拠不十分



臓器 検査 推奨 対策型検診 任意型検診

子宮頸がん

細胞診 Ｂ 推奨する 推奨する

HPV検査 Ｉ 推奨しない
個人の判断に基づ
く受診は妨げない

乳がん

マンモグラフィ単
独法(40～74歳)

Ｂ 推奨する 推奨する

マンモグラフィと
視触診の併用法
(40～64歳)

Ｂ 推奨する 推奨する

マンモグラフィ単独法及び
マンモグラフィと視触診の

併用法(40歳未満)
Ｉ 推奨しない

個人の判断に基づ
く受診は妨げない

視触診単独法 Ｉ 推奨しない
個人の判断に基づ
く受診は妨げない

超音波検査(単独法・
マンモグラフィ併用法)

Ｉ 推奨しない
個人の判断に基づ
く受診は妨げない

厚労省研究班におけるがん検診有効性評価ガイドラインのまとめ



がん対策の中のがん検診
がん死亡減少を目標とするがん対策の一環として
明確に位置づけられている

がん検診ガイドラインと政策導入
標準な手法により作成されたガイドラインに基づ
いて、政策導入される道筋ができている

がん検診の利益と不利益
利益不利益バランスに基づく推奨の決定がなされ
ているが、不利益の情報が十分ではなく、バラン
ス決定のロジックも未成熟

がん検診の課題



がん検診の課題
受診率（低受診率・計測システム・高齢者）
対象年齢範囲（特に中止年齢）
検診間隔（間隔をあけることの難しさ）
精度管理（全国がん登録・レセプトデータ）
職域のがん検診（実施主体）
政策研究の遅れ（開発型研究偏重）
個別化と統合化（遺伝情報を駆使した先制医療）



年齢

利益
（不利益）
の大きさ 不利益

利益

利益と不利益の大きさの年齢による変化（イメージ）

過剰診断・合併症

偽陽性・放射線被ばく

対策型検診

任意型検診 25
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部位 更新年 推奨グレード

乳がん 2009
49歳以下
C

50-74歳
B

75歳以上
I

子宮頸がん 2012
21歳未満
D

21-65歳
A

65歳以上
D

大腸がん 2008
50-75歳
A

76-85歳
C

85歳以上
D

肺がん 2004 I

卵巣がん 2012 D

前立腺がん 2012 D

US Preventive Task Forceの推奨グレード


